韓国非正規センターとの交流
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日本側は東京、奈良、大阪の全労連組合員有志よる非公式交流。
キム・ソンヒ所長あいさつ

　日本・韓国は近くて遠いと言われるが、非正規問題で友人になれることはうれしい。日本と7～8年前から交流する機会ができてうれしく思う。韓国の労働法制は日本を踏襲している状況。あとから追っかけている状況だったが、非正規労働者の規模、深刻さは韓国が先を行っている。労働者の半分以上が非正規で、正規労働者の半分の賃金で働く深刻な状況である。日本でも非正規化が進んでいるが、韓国ではこれ以上悪化させられない限界状況である。経済危機で批正がもっともっと深刻な状況になろうとしている。イミョンバク政権下で改悪し死に追いやろうとしているが、民主労総はこれといった成果を出せない状況。
　この会議室は、保健医療労組の事務室であるが、韓国の産別は、自動車、造船（？）、保健医療労組が先頭に立っている。保健医療労組には、組織していない非正規労働者の実態調査を依頼している。

　正規を中心とした労働組合と非正規労働者、一層の連帯する必要がある。

イ・ヘ副所長

　韓国の非正規と日本の非正規の解決のために5つの共通点がある。

一つは、有期契約は臨時に限る。常時労働は認めない。

二つは、派遣法は中間搾取を認めるものだから廃止すべきである。

三つは、同一労働同一賃金を守らせる。

四つは、最低賃金は、最低生活を保障させる現実に合わせて引き上げる。
五つは、特殊雇用、偽装個人事業者を労働者として認めさせる。

　東京と大阪からの話を聞いて、韓国と似ている点がいくつかある。大企業の社内留保を放出させるのは韓国も同じ。350～500兆ウォンの内部留保がある。

　米軍基地跡の上海自動車は全員解雇した。米軍基地移転で12兆ウォン出している。上海自動車をいくつもカバーできる金額だ。

　韓国は半年以上の雇用があれば失業手当が出るが、3～6月と短い。延長させる必要がある。労働部は、有期雇用の期限2年を4年に、派遣も2年を4年に、派遣労働対象を拡大することもねらっている。それに対して、反対の運動が進み対峙している状況。労働部は弾圧部だとの話になっている。
ユー・ハンスン企画局長

　毎週金曜日の2時から学習誌争議支援の集会をやっており、その関係で遅れた。オペラ合唱団支援集会もやっている。毎週木曜日は○○、毎週水曜日は鉄道とGM自動車争議支援集会をやっている。鉄道は合意に達し4月から復帰する。毎週継続してこれだけやっている。

　有期労働者保護法が2年前に作られた。ポイントは、2年間は有期で使えるが2年を越えたら正規にしなければならないことだ。メンジ大学経営者は、2年の期限が来る前に助手135人を首切った。有期労働者を使う典型例だ。もともと助手は教員の一環で有期雇用の対象外だが、実際には事務を担っていて対象になるとして解雇。長い人で13年も働いていた。大学は解雇の理由を明らかにせず、契約解除だと主張。非正規法に反対した理由はこういうことが見えていたからだ。今になって政府が同じことを言っている。政府は、今年7月の2年で大量解雇が起きるから4年にしようといっている。4年に延長すればまた同じこと。
　カンラソン病院、カトリック病院でソウルで一番大きい。2年後の直接雇用を回避するために解雇。派遣は対象外で違法派遣だった。病院側は、「違法派遣は直接雇用と見なす」ことを罰金を払うことですますことができた。

　○○会社は、違法派遣の判断出たときに、全員解雇。1000日を越えるたたかいを進めている。

　政府は、2年の期限は会社のストレスが大変と4年に延ばそうとしている。韓国の派遣は26種、製造業の現場は禁止である。労働部は、禁止以外の自由化がねらい。ポジティブリストからネガティブリストリストに変えたいが強い抵抗がある。その方向が出て、07年に対象をいくつか増やし、施行令でいくつか増やせるように変えた。労働部は、改定するたびに目立たないように対象業務を増やしている。
　トムカイケン会社は、半導体の洗浄液や電膜を作る会社。有害な行程だが労働者の安全に注意が向けられておらず、400人が組合を結成、すぐに会社は弾圧。座り込みに対して暴力ガードマンで排除。しかし、暴行と業務妨害で逮捕されたのは労働者側。サムソンの会社だったからだ。サムソンの創始者は、「私の生きている間には絶対組合は作らせない」と語っている。

　学習誌の件を紹介する。韓国は、学校外の塾、家庭教師が非常に発達している。学習誌は、会社が教材を準備し、教師を派遣、訪問教師で会社の指示を受けて動く。個人事業主として法的には登録。労働者の認定を法的に受けられず、特殊雇用の労働者、または偽装請負。ハルソン教育で、労組結成し解雇された。1年間1人で会社の中でがんばり、半年間子会社勤務の後に復帰することで合意したが、半年勤務の後に合意を破棄した。会社の前で4ヶ月たたかっている。本社はソウルの繁華街の20階のビルにある。学習誌の資本はブームでものすごくもうけた。教師は大変な状況で労働していた。教育を受ける会員が減っても認めず、その分まで教師が負担することは日常茶飯事。一生懸命働いても借金ができ、ものすごいストレスで自殺も出ている。労働者じゃないと社会保険一切適用されない。特殊労働者の労働基本権保障について、04年の大統領選挙で有力な候補者が公約として掲げたが、当選したら忘れてしまったようだ。
　常時職は正規で、有期雇用は一時的業務に限定するだけでは不充分。使用者が間接雇用に変えすり抜けるから。間接雇用、特殊雇用に厳密な制限を加えるべきだ。非正規の組織化が一番進んでいるのは特殊雇用。建設、運輸、レミコン・生コン、貨物車運転手で組織化が進んでいる。学習誌、ゴルフ場キャディーなどいろいろある。労働部は、貨物、ダンプ労働者は労働者でないと通知を出した。間接労働では、自動車工場の社内請負で組織化が進んでいる。この10年、非常に多くの非正規労働者のたたかいが繰り広げられ、一定の成果もあるが、長期の闘争になり労働者が大変な状況に追い込まれている。
　企業別労組の非正規ヘの支援が期待されたが、そうはならなかった。産別労組に転換することで個別の労組が侵害されるとの意見が出ていた。しかし、産別労組の非正規への集中した支援はできていない。また、充分力が発揮されているとは言えない。非正規労働者の産別労組への編入でそれまでのつながりが緩むこともおこっている。

　イーランド闘争の時は、産別労組の大きな力が発揮されたが、その後は産別労組は各々の課題に向い、連帯が弱まる傾向も。イーランド闘争は500日、組合幹部が辞任し、賃金を会社に委任する形で終わったが、新しい指導部につながった。イーランドは大きな支援を受けたが、イーランドが他の支援に動くとはなっていない。
○非正規職法の差別禁止条項の実効性の質問に対して

イ・ヘ副所長
　差別禁止の条項は、労働者個人の申請になっている。非正規労働者が不安定な中で申請を出すことは難しい。申請した人いるが、会社から非利益扱いを受け、認定されても効果がない。認定されるためには、不合理な差別の場合と規定、同じ非正規との比較をおこなったり、調停制度あるが、調停を積極的に進めたが是正申請取り下げが多い。最後までがんばっても、認定が解雇されたあとになっている。差別是正は、1年で930件申請、事業所数30件、10％しか認定されず形だけのもの。

キム・ソンヒ所長

　韓国と日本の非正規労働者の制度は非常に似ている。派遣法は、日本は期限が3年だが、韓国は2年を4年に延長しようとしている。韓国では3年にしようと考えていた。対象業務は、日本が製造業入れて、労働部も考えていた。労働部の法案に、3年にわたる長いたたかいで、2年にする、業務も制限する成果を上げた。その時に、日本の方が3年に拡大された。その時、日本ががんばれば韓国もよくなると申し上げた。
　いま、イミョンバク政権が4年にしようとしている。今度は韓国ががんばるとき。日本の方がよくなるようがんばらねば。

　韓国は製造業禁止されているが、不法派遣がどこにでも見られる状況。日本で製造業対象外になれば、韓国で不法派遣無くする力になる。

　政府と資本は、韓国でも日本でも悪化させる方向。韓国と日本は、運動の側で改善に向けて連帯しなければならない切迫した状況。今日のような意見交換が具体的連帯に発展させたい。互いに主体的にたたかいながら、連帯しましょう。情報交換、意見交換をもっと体系的につくられてゆく出発点になればと思います。
※　産別組織への再編成の状況、急速な景気の悪化の本での非正規労働者の解雇の状況を合わせて質問したが、時間切れで回答は無かった。
